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要 約
財政学は，周知の如く，政治学と経済学とを両親として誕生したといわれる。爾来，常












J. M. ブキャナン（James M. Buchanan）と R. A. マスグレイヴ（Richard A. Musgrave）である。
J. M. ブキャナンは，公共選択（public choice）理論の提唱者である。R. A. マスグレイヴは，公
共経済（public economy）理論を展開した学者である。
R. A. マスグレイヴは，1939 年，独創的論文「財政の自発的交換理論」（“Voluntary Exchange
Theory of Public Finance.”）を発表し，公共財政理論の基礎理論を提唱した。その後，P. A. サ
ミュエルソン（Paul A. Samuelson）は実証的研究から規範的理論へと進めた。P. A. サミュエ
ルソンは，1954 年，「公共経費の純粋理論」（“The Pure Theory of Public Expenditures.”）を発
表した。以来，R. A. マスグレイヴは，多くの論文を発表し，その集大成として，1959 年，著書





（Frank Knight）の下に，博士号を取得した J. M. ブキャナンは，それ以後，反権威主義的なイ
タリア学派の財政経済理論及びスエーデン学者たちの理論研究へと進めた。前者は，1960 年刊
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1) J. M. Buchanan and R. A. Musgrave. Public Finance and Public Choice. 1999. MIT.
以下，本文の頁数は，同書からである。尚，邦文は，関谷・横山監訳『財政学と公共選択』―国家の役割をめぐる大
激論―2003 年。勁草書房。を参照した。
行の，著書『フィスカル政策及び政治経済学』（Fiscal Policy and Political Economy）の中の論
文，「「財政学」・フィスカル理論におけるイタリアの伝統」（“La scienza delle finanze”: The
Itarian tradition in fiscal theory.）にその成果を見ることができる。後者は，K. ヴィクセル
（Knut Wicksell）の博士論文，『財政理論の研究』（Finanztheoretische Untersuchungen. 1896.）
に注目し，その一説を英訳している。K. ヴィクセルの見解から，J. M. ブキャナンは，個人主義
的方法論に立脚して，経済人 (Homo economicus) と政治との交換原理を導出している。この理
























ダム・スミス（Adam Smith）であり，その著書『諸国民の富』（The Wealth of Nations. 1776）
を挙げることができる。この予測には，限界があることを指摘する。即ち，社会的現実から導
出される法則は，現実上のパラメーターの変化を何一つ保証していないのである。例えば，需












de Viti de Marco）著『財政学の第一原理』（First Principles of Public Finance. 1936.）（英訳）
〔原著Principii di economia finanziaria.1934.〕（邦訳。西村正幸訳『財政経済の原理』1994
年）であった。この著書から刺激を受けて，論文「財政学の純粋理論」（‘The Pure Theory of
Public Finance : A Suggested Approach’. 1949.）を発表している。他の一つは，K. ヴィクセル
（Kunt Wicksell）著『財政理論の研究』（Finanztheoretische Untersuchungen nebst Darstel-




かかる二つの学説から集合的行動の有効的イデアを得た J. M. ブキャナンは，「ルールの変更
によって，はじめて結果のパターンの変化が現れると予測できる認識を明白にした」（18 頁）。
そしてこの認識に関しては，K. アロ （ーKenneth Arrow）著『社会的選択と個人的評価 』（Social
Choice and Individual Value. 1951.）で提唱された「不可能性定理」（Impossibility Theorem）
の理論に触発された。ここで「共同社会の一員である個々人の選好とは全く関係なく，ある内
的整合性に“公益”（“public interest”）あるいは“社会的厚生”（“social welfare”）の存在」（19





















（Democracy in Deficit. 1977.）は，立憲的ルールに立脚した予算均衡へと唱導した。更に，政
府の無政府的存在―それ自体が，内的整合性をもたない―官僚的縦割方式に対して，憲法上の
制約から最大の歳入を得られる方式を探った。歳入最大化が伝統的規範的含意と立憲的課税権
との取り扱いについて，G. ブレンナー（Geoffrey Brennan）との共著『課税権力』（The Power
to Tax. 1980.）で主張している。この書は，公共経済の研究者達によって，大いなる批判を受け
ることになる。この規範的論理の行き着く先は，「リヴァイアサン」政府―歳入最大化モデル―
であるとのことであった。従って，次に，同者と共著『ルールの根拠』（The Reason of Rules.
1985.）を著し，政府の経済的行為の限界を示した。ここに「立憲的政治経済学」（Constitu-
tional Political Economy）と呼称されるようになった。









治的分野の一般的原理の構築に関心を持ったのである。彼は，F. A. ハイエク（F. A. Hayek）
の著書『自由の基本的枠組み』（Constitution of Liberty. 1960.）で主張された「法の支配」（the
rule of law）が，自由社会にとって必要条件であるという一般性の原理に基づくことになる。
その分析の結果と成果を，R. コングレトン（Roger Congleton）との共著『利益でなく原則に基
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2) 財政経済（fiscal economy）という用語は，既に，イタリア学派の財政学では，―19 世紀後半では―用いられている。
代表には，A. デ.ヴィテイ.デ.マルコは，‘economia finanziaria’（財政経済）と表現している。
財政学の重要にして，必要な分野としての経済分析を担当したのが，R. A. マスグレイヴ
（Richard A. Musgrave）であった。彼の公共経済―財政学―の理論的形成の背景には，J. ロ
ック（John Locke），J. ベンサム（Jamirey Bentham）から始まって，A. ワグナ （ーAdolf Wagner），
K. ヴィクセル，E. リンダール（Erik Lindahl），A. C. ピグー（Arther C. Pigou），J. M. ケインズ
（John Maynard Keyns）及び，A. H. ハンセン（Alvin H. Hansen）にいたる一連の財政理論が
挙げられよう。そして時代的背景も 1960 年代以降の平和的な時期にあたる。
























意が必要である。その合意（consensus）は，J. A. シュペンター（Joseph Schumpeter）の共通
価値なのである。財政経済学における意思決定は，この共同社会の成員間に共通の関心の価値
にあり，それは共有される。このことは，古典学派の経済学者，J. S. ミル（John Stuart Mill）
によって，生活において個人の利益に関する部分は，個人に属し，主として社会の利益に関す












































































アダム・スミス，J. S. ミル，F. Y. エッヂワース，A. C. ピグーなどの課税理論に見出される。ア
ダム・スミスは，「支払能力」（ability-to-pay）に応じて，国家の保護の下に，おのおのが享受す
ることであった。J. S. ミル以降は，課税の正義は，この支払能力によって決定されることであ
った。更に，F. Y. エッヂワース（Francis Ysidro Edgeworth）が整理したように，「負担の適正
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配分」（just distribution of the burden）は，絶対的，比例的及び限界犠牲（equal absolute,
proportional and marginal sacrifice）の公平であった。H. シジウィック（Henry Sidgwick）は
比例的犠牲説を，F. Y. エッジワース及びA. C. ピグーは限界的犠牲説を選択している。それ以
降の課税理論のパラダイムは，公平から「効率性」（efficiency）へと移行し，最大厚生に対応す
る最小犠牲へと進んだ。両者が一定の定式で結合させて，逓減限界効用所得関数（decreasing
marginal utility of income function）を導出した。従って，最上位の所得から，必要なだけの課
税を徴収してゆくのである。




























して続けられた。その結果，アメリカでは，1980 年代，日本は 1990 年代に，超高度成長―過剰
貯蓄―をもたらして，その行き場として，非経済的な貨幣供給の過剰性をもたらした。所謂，
バブルがはじける不況をもたらしたのである。拡大的に，ＩＳ＝ＬＭ・モデルの利用は，合理







































































































個人所得税（progressive personal income tax）にあると述べている。この方式は，C. シャンツ





























































択は，R. A. マスグレイヴ，J. ペックマン（Joseph Pechman）等による 1986 年の租税改革，さ
らに，公共選択理論から，J. スティグリッツ（Joseph Stiglitz）によっても賛成された。J. M. ブ
キャナンも，1986 年の論文で，この考え方に同調している。


















































































aggrandizing governmental agents and fiscal illusion）に気をつけなければならないと指摘す
る。
次に，ヴィクセル流モデル―単純多数決から取引費用によって限定された全員一致する―か







































































この課題に対して，解決的提案をしたのは，C. ティボ （ーCharles Teibout）の論文（‘A Pure
Theory of Local Government Expenditures’. 1956. J.P.E. 64. 416-424 pp.）に，「足による投票」














































































































点をあてて制度改革を提言する。18 世紀から 19 世紀後半までは，道徳哲学者達（例えば，アダ
ム・スミス等）によって，経済政策（political economy）と政府（Government）について言及
した。19 世紀後半から 20 世紀は，進歩主義（idea of progress）によって，相互に干渉する政策





























































































J. M. ブキャナンは，21 世紀は，国民国家の市民が，私的及び公的行動を動機付ける社会秩序
を描写するのではなく，政治体が，人々の信頼と敬意に立脚した道徳的秩序によって形成され
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るべきことを提唱する。
R. A. マスグレイヴは，J. M. ブキャナンの道徳的秩序の原則に対して，次のような見解を述
べている。この道徳的秩序は，市場による供給によっても，公共財の供給においても満たされ
るが，共同体の道徳的無秩序への回帰は，福祉国家とその予算規模の膨張によって生じるとい
う J. M. ブキャナンの主張には，いささか苦言を呈している。M. ウエーバー（Max Weber）の
「望ましい」（desirable）理念，J. J. ルソ （ーJean Jacques Rousseau）の平等の理念及びF. V. ハ
イエク（Friedrich von Hayek）の正義の理念による必要性もない。また，宗教的道徳性―例え

































には，同時に，同著者の『道徳情操論』（The Theory of Moral Sentiments. 1759.）をも読むこ
とが，大切であろう。
かくして，20 世紀後半において，財政学の理論及び分析が，R. A. マスグレイヴ―公共経済―
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